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中小企業における事業承継

当社設立の背景
　福島県内における事業者の１年間の休廃業・

解散件数をご存じでしょうか。帝国データバン

クによると、2022年は実に800社程度の事業者が

休廃業または解散しています。そのうち43.6％

（350社程度）は黒字廃業であり、後継者不在に

より廃業を余儀なくされるケースが大半をしめ

ております。

　当社は東邦銀行の100％子会社として、事業

承継およびM&Aコンサルティング業務を専門

に行い、お客さまの事業承継課題解決のお手伝

いをしております。以前より東邦銀行の法人コ

ンサルティング部において同様の業務を行って

おりましたが、昨今の事業承継対策へのニーズ

の高まりを受け、親銀行から同業務を切り離し、

専門知識と経験を備えた社員を配置しておりま

す。前述の通り、福島県内では毎年800社程度が

休廃業・解散しており、そのうち半数程度が黒

字で廃業しております（図表１）。

【図表１】

福島県休廃業・解散件数推移

（資料：帝国データバンクの資料を当社にて加工）

　株式会社東邦コンサルティングパートナーズは2022年８月に設立し、同年10月４日に開業いたしま
した。本稿では当社が設立された背景や業務内容、一般的な事業承継の手法等について６回に亘り掲
載させていただきます。第１回目は当社の概要や福島県内の事業者を取り巻く環境について説明して
いきたいと思います。
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　また、県内経営者の平均年齢も上昇し続けて

おります。2021年の経営者の平均年齢は60.9歳

となっており、今後10年以内に後継者問題が更

に顕在化することが予想されます（図表２）。

【図表２】

経営者の平均年齢

（資料：帝国データバンクの資料を当社にて加工）

　加えて、現在の事業者を取り巻く外部環境は

かなり厳しいものがあります。後継者問題に加

え、慢性的な人手不足、新型コロナウイルス禍

での経営環境の激変、原料・燃料高騰による収

益の圧迫など複数の要因が相まって、操業を諦

める高齢の経営者も少なくありません。事業者

の減少は、即ち雇用の減少、地域経済の衰退を

意味しており、県内事業者の事業承継支援は喫

緊の課題となっています。地域経済の新陳代謝

を促すことが地域金融機関（およびグループ会

社）の使命であり、当社は三現主義（現地・現

物・現実）を第一に掲げ、机上の空論ではなく、

実際に現地で現物を観察し現実を認識すること

で、お客さまの良き伴走者（パートナー）とし

てコンサルティングサービスを提供し、事業承

継課題解決のお手伝いをいたします。

企業が抱える悩み
　現代の企業が抱える悩みは様々ですが、金融

庁による企業アンケートの結果によると、企業

が金融機関から受けたい支援サービスのうち、

「事業承継に関するアドバイス・提案」は27.1％

と全体の３割弱となっております（図表３）。ま

た、手数料を支払ってもよいサービスにおける

同項目は32.5％となっていることからも（図表

４）、経営者の事業承継に関する興味や関心がよ

り高まっていることが窺えます。

　中小企業のオーナーは孤独であるとも言われ

ています。それは、最終決断は全て自身に委ね

られていることや、腹を割って話すことができ

る相手がいないケースが多いことに起因します。

結果として、事業承継対策の必要性を感じては

いるものの、実際には対策がなかなか進まない

一因ともなっているのです。

【図表３】 

金融機関から受けたい支援サービス

（資料：金融庁の資料を当社にて加工）
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【図表４】

手数料を支払ってもよいと考えるサービス

（資料：金融庁の資料を当社にて加工）

開業後の動き
　当社は経営者との対話を最重要視するととも

に、経営者の「良きパートナー」となるために、

福島県内外にある東邦銀行の各支店との連携を

強化しております。おかげさまで、開業以降200

件弱の事業承継・M&A に関する相談を受け付

けており、既に事業承継に関するコンサルティ

ング契約の成立やM&A契約の成立も複数件ご

ざいます。改めて事業承継対策のニーズが高い

ものであると感じるとともに、引き続き東邦銀

行の営業店と連携し、経営者の事業承継課題解

決に向けた伴走支援を行っていきたいと考えて

おります。

　次回は「事業承継の各手法」「親族・社内承

継」についてフォーカスしていきたいと思いま

す。
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＜事業承継のワンポイント！＞
Ｑ．事業承継にはどのような手法があるの？
Ａ�．事業承継には大きく分けて３つの手法があります。１つ目は親族を後継者とする親族
承継。２つ目は社員等を後継者とする関係者承継。最後は事業会社等に承継する第三者
承継（M&A）です。
　�　このいずれかの手法にて事業を承継していかなければ、優良企業であっても
　事業継続に支障をきたしてしまいます。

TCP2022年10月開業！TCP2022年10月開業！
新たな挑戦で地域を変えよう新たな挑戦で地域を変えよう
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